
単　価　契　約　書

１　品名、規格、単位および契約単価

（1）　品　　名 常温合材 30kg/袋

（3）　規　　格 別紙仕様書のとおり

（4）　単　　位 1袋

（うち消費税額および地方消費税額２５０円。この額は、

契約単価に１１０分の１０を乗じて得た額である。）

２　契約期間

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで

３　納品場所

仕様書のとおり

４　契約保証金

秋田市財務規則第１２８条第１項第３号により免除

　上記物品の売買について、秋田市（以下「甲」という。）と大民石油販売株式会

社（以下「乙」という。）とは、別添の契約事項により物品売買契約を締結し、信

義に従って誠実にこれを履行するものとする。

　この契約締結の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保

有する。

住　　所

甲

氏　　名

住　　所

乙

氏　　名

秋田県秋田市土崎港西三丁目７番２９号

大民石油販売株式会社

代表取締役社長　大島　健史

（5）　契約単価 ２，７５０円

（2）　契約番号 Ｕ０１０７１

令和８年 月 日

秋田県秋田市山王一丁目１番１号

秋田市

秋田市長　沼　谷　　　純



２  契 約不適 合が 甲の責 めに帰 すべ き事由 による もの である ときは 、甲 は 、

前項の規定による契約金額の減額の請求をすることができない。  

 

（権利義務の譲渡）  

第６条  乙は 、こ の契約 により 生ず る権利 又は義 務を 第三者 に譲渡 し、 又は

継承させてはならない。ただし、甲の承認を得た場合は、この限りでない。  

 

（代金の支払）  

第７条  乙は 、納 入した 物品に 係る 代金（ 当該金 額に １円未 満の端 数が ある

ときは、その端数金額を切り捨てた金額）を甲に請求するものとし、甲は、

乙から 適法 な支払 請求書 を受 理した 日から ３０ 日以内 に代金 を支 払うも の

とする。  

 

（履行遅滞の場合における損害金等）  

第８条  乙が 、乙 の責め に帰す べき 事由に より、 甲の 指定す る期日 まで に物

品を納 入で きない ときは 、甲 は、損 害金を 徴収 して延 期を承 認す ること が

できる 。こ の場合 におい ては 、損害 金の額 は、 その期 日の翌 日か ら納入 し

た日ま での 日数に 応じ、 納入 代金（ 延滞物 品の 数量に 契約単 価を 乗じて 得

た額） につ き政 府 契約の 支払 遅延 防 止等に 関す る法 律 （昭和 24 年 法律第

256 号） 第８ 条第 １項の 規定 に基 づ き財務 大臣 が決 定 した率 を乗 じて 計算

した額とする。  

２  甲 の責め に帰 すべき 事由に より 、代金 の支払 が遅 れた場 合にお いて は 、

乙は、 未受 領金額 につき 、遅 延日数 に応じ 政府 契約の 支払遅 延防 止等に 関

する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣

が決定 した 率を乗 じて計 算し た額の 遅延利 息の 支払を 甲に請 求す ること が

できる。  

 

（事情変更）  

第９条  この 契約 締結後 におい て、 市場価 格に著 しい 変動が あった 場合 は 、

甲乙協議の上、契約単価の変更を行うことができるものとする。  

 

（契約の解除）  

第 10 条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、この契

約の全部又は一部を解除することができる。  

 (1) 契約の締結又は履行について不正の行為があったとき。  

 (2) 甲の指定 す る期日 まで に物品 を納入 しな いとき 、又は 納入 の見込 みが

ないとき。  

 (3) 検査に際し、検査に携わる職員の職務の執行を妨げたとき。  

契  約  事  項  

 

（納入方法）  

第１条  乙は 、契 約期間 中甲か らの 発注ご とに、 その 都度指 定する 期日 まで

に現品 を納 入する ものと する 。この 場合に おい ては、 乙は、 直ち に納品 書

等をもってその旨を甲に通知するものとする。  

 

（検査）  

第２条  甲は 、前 条の通 知を受 けた ときは 、直ち に乙 の職員 の立会 いの もと

に検査を行う。  

２  検 査の結 果不 良品が あると きは 、乙は 、当該 物品 を遅滞 なく引 き取 り、

甲の指定する期日までに良品を納入するものとする。この場合においては、

前条および前項の規定を準用する。  

３  検査に合格した後に、甲は、現品の引渡しを受けるものとする。  

４  物 品の検 査に 必要な 費用お よび 検査の ために 変質 、消耗 又はき 損し たも

のの損失は、乙の負担とする。  

 

（危険負担）  

第３条  前条 第３ 項の引 渡しの 前に 生じた 物品の 亡失 、き損 等は、 すべ て乙

の負担とする。  

 

（追完請求権）  

第４条  納入 され た物品 が、種 類、 品質又 は数量 に関 して契 約の内 容に 適合

しないものである場合（以下「契約不適合」という。）は、甲は、乙に対し、

当該物品の修 補、 代替物の引渡 し又 は不足分の引 渡し による履行の 追完 を

請求すること がで きる。ただし 、乙 は、甲に不相 当な 負担を課する もの で

ないときは、 甲が 請求した方法 と異 なる方法によ る履 行の追完をす るこ と

ができる。  

２  前項の契約不適合が、甲の責めに帰すべき事由によるものであるときは、

甲は履行の追完を請求することができない。  

 

（契約金額減額請求権）  

第５条  契約 不適 合のあ る場合 、甲 は相当 の期間 を定 めて乙 に対し て履 行の

追完の催告を し、 その期間内に 履行 の追完がない とき は、甲は、そ の契 約

不適合の程度 に応 じて契約金額 の減 額を請求する こと ができる。た だし 、

履行の追完が 不能 であるとき又 は履 行追完を拒絶 する 意思を明確に 示し た

ときは、催告 をす ることなく直 ちに 契約金額の減 額を 請求すること がで き

る。  



２  契 約不適 合が 甲の責 めに帰 すべ き事由 による もの である ときは 、甲 は 、

前項の規定による契約金額の減額の請求をすることができない。  

 

（権利義務の譲渡）  

第６条  乙は 、こ の契約 により 生ず る権利 又は義 務を 第三者 に譲渡 し、 又は

継承させてはならない。ただし、甲の承認を得た場合は、この限りでない。  

 

（代金の支払）  

第７条  乙は 、納 入した 物品に 係る 代金（ 当該金 額に １円未 満の端 数が ある

ときは、その端数金額を切り捨てた金額）を甲に請求するものとし、甲は、

乙から 適法 な支払 請求書 を受 理した 日から ３０ 日以内 に代金 を支 払うも の

とする。  

 

（履行遅滞の場合における損害金等）  

第８条  乙が 、乙 の責め に帰す べき 事由に より、 甲の 指定す る期日 まで に物

品を納 入で きない ときは 、甲 は、損 害金を 徴収 して延 期を承 認す ること が

できる 。こ の場合 におい ては 、損害 金の額 は、 その期 日の翌 日か ら納入 し

た日ま での 日数に 応じ、 納入 代金（ 延滞物 品の 数量に 契約単 価を 乗じて 得

た額） につ き政 府 契約の 支払 遅延 防 止等に 関す る法 律 （昭和 24 年 法律第

256 号） 第８ 条第 １項の 規定 に基 づ き財務 大臣 が決 定 した率 を乗 じて 計算

した額とする。  

２  甲 の責め に帰 すべき 事由に より 、代金 の支払 が遅 れた場 合にお いて は 、

乙は、 未受 領金額 につき 、遅 延日数 に応じ 政府 契約の 支払遅 延防 止等に 関

する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣

が決定 した 率を乗 じて計 算し た額の 遅延利 息の 支払を 甲に請 求す ること が

できる。  

 

（事情変更）  

第９条  この 契約 締結後 におい て、 市場価 格に著 しい 変動が あった 場合 は 、

甲乙協議の上、契約単価の変更を行うことができるものとする。  

 

（契約の解除）  

第 10 条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、この契

約の全部又は一部を解除することができる。  

 (1) 契約の締結又は履行について不正の行為があったとき。  

 (2) 甲の指定 す る期日 まで に物品 を納入 しな いとき 、又は 納入 の見込 みが

ないとき。  

 (3) 検査に際し、検査に携わる職員の職務の執行を妨げたとき。  



 (4) その他契 約 に違反 し、 その違 反によ り契 約の目 的を達 成す ること がで

きないと認められるとき。  

 (5) 契約解除の申出があったとき。  

 

（契約が解除された場合等の違約金）  

第 11 条  次の各号のいずれかに該当する場合においては、乙は、未納入物品

の 数 量に 契 約 単 価 を 乗 じて 得 た 額 の １ ０ 分の １ に 相 当 す る 額を 違 約 金 と し

て 甲 の指 定 す る 期 間 内 に支 払 わ な け れ ば なら な い 。 た だ し 、甲 は 、 契 約 の

解 除 の原 因 と な っ た 理 由が 天 災 地 変 そ の 他不 可 抗 力 に よ る もの と 認 め た と

きは、当該違約金を免除することができる。  

 (1) 前条の規定によりこの契約が解除された場合  

 (2) 乙がその 債 務の履 行を 拒否し 、又は 、乙 の責め に帰す べき 事由に よっ

て乙の債務について履行不能となった場合  

２  次 の各号 に掲 げる者 がこの 契約 を解除 した場 合は 、前項 第２号 に該 当す

る場合とみなす。  

 (1) 乙につい て 破産手 続開 始の決 定があ った 場合に おいて 、破 産法（ 平成

１６年法律第７５号）の規定により選任された破産管財人  

 (2) 乙について更正手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平

成１４年法律第１５４号）の規定により選任された管財人  

 (3) 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等  

３  第 １項の 場合 におい て、乙 から 契約保 証金の 納付 又はこ れに代 わる 担保

の 提 供が 行 わ れ て い る とき は 、 甲 は 、 当 該契 約 保 証 金 又 は 担保 を も っ て 第

１項の違約金に充当することができる。  

 

（損害賠償）  

第 12 条  甲は、第１０条の規定によるほか必要があると認めるときは、この

契 約 の全 部 も し く は 一 部を 解 除 し 、 又 は 契約 の 更 改 を す る こと が で き る 。

こ の 場合 に お い て 、 乙 に著 し い 損 害 を 与 えた と き は 、 甲 は 、そ の 損 害 を 賠

償しなければならない。  

 

（秘密の保持）  

第 13 条  乙は、この契約の履行により知り得た内容を第三者に漏らしてはな

らない。  

 

（協議）  

第 14 条  この 契 約事項 に定 めのな い事項 又は この契 約事項 につ いて疑 義が

生じたときは、甲と乙とが協議して定めるものとする。  


